
平成24年度（対23年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 24 5 30

部局名 上下水道局 所属名 経営企画課 所属長名 立石　巌 電 話 483-6572

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 9850 事務事業名称 企業債償還金(下水道事業_資本的支出) 短縮コード 経常 臨時9850

予算区分 会計 62
公共下水道事業会計_資本
的支出

款 01 資本的支出 02 企業債償還金 目 01 企業債償還金

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

地方自治法第２３０条

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

建設改良事業の財源として借り入れた企業債元金の償還。

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

公共下水道建設及び流域下水道建設負担金の財源として借り入れた長期資金に係る元金を償還。
 

企業債

公共下水道建設及び流域下水道建設負担金の財源として借り入れた長期資金に係る元金を償還。
公的資金補償金免除繰上償還の実施。

企業債借入金元金を支払い、借入とのバランスを調整し、将来の財政負担を軽減させる。

入力対象外

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

ねらい（上位施策の
意図）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ６本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

　小　項　目

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

健全経営を行う上で企業債の借入を抑制し、自己財源を活用していくこ
とが望ましい。

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 ～ 計 画 事 業 費

２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

05

04

01

01

01

10,482,910 10,147,147 9,791,549 9,821,287

549,700 607,200 294,900 637,200

13 10 10 10

千円

千円

件

第５章快適生活都市をめざして

第４節下水道

1．下水道

 

(1)下水道の運営基盤の向上

 

①下水道事業の健全経営

 

企業債現在高

企業債借入額

利率５％以上の企業債

※平成24年度に計画していること:

※平成23年度に実際に行ったこと:

千円



２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

公共下水道(汚水）　
500,944,847円
公共下水道（雨水）　
148,377,149円
流域下水道　252,047,658円
繰上げ償還分　957,025,066円

公共下水道(汚水）　
321,820,915円
公共下水道（雨水）　
125,917,114円
流域下水道　212,583,721円
繰上げ償還分　325,939,564
円

公共下水道(汚水）　
321,820,913円
公共下水道（雨水）　
125,917,112円
流域下水道　212,583,718円
繰上げ償還分　325,939,564円

公共下水道(汚水）　
285,992,110円
公共下水道（雨水）　
120,824,870円
流域下水道　200,644,209円

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

再任用職員及び臨時的任用職員等
の活用

ＩＴ化等の業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

766,813 550,811 560,281 520,151

1,091,581 435,451 425,980 87,310

コード 事務事業名称 企業債償還金(下水道事業_資本的支出) 所属名 経営企画課

2,100.6 2,050 1,681.6 1,681.6

1,860,494.6 988,312 987,942.6 609,142.6

適正な償還を行うことが、健全な経営につながる。

今後も企業債の償還を継続していくため。

企業債の償還は、事業主体が行うため。

企業債の償還を行う業務のため、対象・意図は変わらない。

償還計画に基づき継続的に償還を行っていくため。

9850



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
評
価

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 9850 事務事業名称 企業債償還金(下水道事業_資本的支出) 所属名 経営企画課

将来の財政負担を考慮し、事業とそれに伴う借入を計画的に進めていく。

過去に借入れた企業債の額の償還であるため、借入額を抑制していくことに
より将来的な償還額を減らすことができる。

将来の財政負担を見据えた上で、企業債の借入や償還等を計画的に行うべきである。

下水道事業においては，整備に係る初期投資が必要であり，この企業債借入に係る償還金支出は避けられないが，今後の下水道事業展開において，先々の負担が著し
く増加しないよう，やはり借入金と将来負担していかなければならない費用の調整を，計画的にする必要がある。また，過去に借り入れた金利が高い償還にあっては
，繰上償還制度に条件が合致し，機会があれば積極的に利用したい。

当面繰り上げ償還出来る対象起債はないことから，担当課の評価のとおり，現状のまま継続とする。


